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「援助・非介入」の中での再出発
―第 1回アジア競技大会（1951年） 

日本選手団参加に対する国庫補助金交付―

冨田幸祐
オリンピックスポーツ文化研究所

A restart amid “support and no control” 
�e process on subsidy from Japanese Government to Japanese teams  

in the �rst Asian Games （1951）

Kosuke Tomita

Abstract: �e aim of the present study is to clarify the kind of support that was provided by the Japanese 
government when Japanese teams were participating in the �rst Asian Games, and to examine the relationship 
between sport and politics in Japan at the time.

�e �rst Asian Games, which were held in New Delhi, India, in March 1951, was the �rst international multi-
sport competition in which Japan participated since the end of World War II. �e Japan Amateur Sports 
Association began preparation for the participation a�er being invited by the host country, India. �ey then 
requested a government grant to cover the costs of deploying Japanese teams. Further support for participation 
was requested from both the Diet member’s caucus for the promotion of sports and the Japanese government. 
However, according to the Social Education Law established in 1949, the Japanese government was forbidden 
from issuing aid to non-governmental organizations, so support for deploying teams to the �rst Asian Games 
was not legally possible. Despite this, government grants were issued to individual athletes for participation in 
the �rst Asian Games rather than to the Japan Amateur Sports Association. �e context for issuing government 
grants, while it was generally prohibited, may have been the 1949 “Resolution on the Promotion of Sports” and 
the fact that government grants had been issued for participation in international multi-sport competitions 
before the war.

�at is, the behavior of the Japanese government regarding the promotion of sports a�er the war, in addition 
to the historical conditions of “support and no control,” took precedence over the general rule of “no support 
and no control” that had been prescribed in the Japanese constitution and the Social Education Law.

抄録：本研究の目的は，第 1回アジア競技大会への日本選手団参加に際し，日本政府によっていかなる援助が
行われていたのかを明らかにし，当該期の日本におけるスポーツと政治の関係について考察することである．

1951年 3月にインドのニューデリーで開催された第 1回アジア競技大会は，日本が戦後初めて参加した国際
総合競技大会であった．日本体育協会は開催国のインドより招待を受けて，参加準備を開始した．そして日本
政府に対し派遣費の国庫補助金交付を要請する．またスポーツ振興議員連盟も日本政府に対し参加に対する派
遣費の援助を求めた．だが，1949年に成立した社会教育法により，日本政府の民間団体に対する補助金の交付
は禁止されており，第 1回アジア大会参加に関する派遣費援助は法規定上，不可能であった．しかし，日本政
府は第 1回アジア大会参加のための国庫補助金を交付する．この国庫補助金は，日本体育協会にではなく選手
個人に対し交付するという方策がとられた．日本政府からの民間団体への国庫補助金が原則的に禁止とされて
いる中で，交付された背景には 1949年の「スポーツ振興に関する決議」や，戦前において国際総合競技大会
参加に対し国庫補助金が交付されていたことがあると考えることができる．
つまりスポーツ振興に対する戦後の日本政府の態度及び「援助・非介入」としてあった歴史的状況が日本国
憲法や社会教育法で規定された「非援助・非介入」の原則を上回るものとして存在していたのである．
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私はまだ平和条約もできない前に，このスポー
ツの世界はすでに平和条約ができたと同じように
なって来ているということは，非常に愉快千万な
ことだと思っております…またスポーツが教育上
にも非常に大きな意義を持っておる，フェア・プ
レイというような，このフェアというような精神
が現代には欠けており，現代ほどこれを必要とす
る精神はないのですが，それを最も端的に養成す
るものは私はスポーツだと思っております．そう
いう精神の面から言っても，文部省は積極的にこ
ういうことに助力いたしたいと思っております．
すでに昨年も，東洋だけのことであるにかかわら
ず一千万円の支出に努力いたしたことでございま
すから 1）

1951年 2月 13日の衆議院予算委員会における 
文部大臣天野貞祐の発言

は じ め に
1937年 7月 7日の盧溝橋事件を端緒とした日本と中
華民国の全面戦争，1939年 9月のドイツのポーラン
ド侵攻，そして 1941年 12月のアジア・太平洋戦争の
勃発など，第二次世界大戦のさなかで，近代オリン
ピックは 1940年及び 1944年両年に開催予定であった
大会が中止となった．一連の戦争は 1943年 9月のイ
タリアの降伏，そして 1945年に入りドイツ，日本の
相次ぐ降伏によって終結し，国際オリンピック委員会
（以下 IOC）では日本の降伏から 1週間余り後の 1945
年 8月 21日から 24日にかけて IOC理事会を開催し
た．理事会では 1948年にオリンピックを開催するこ
とに決し 2），後に夏季大会はロンドン，冬季大会はサ
ンモリッツに決まる．

1948年のロンドンオリンピック開催の報を受け，
日本スポーツ界はオリンピック参加を模索する．しか
し，日本はドイツとともにロンドンオリンピックに参
加することはなかった．この時点では，日本やドイツ
に対する悪感情は根強く，ロンドンオリンピックの組
織委員会は招待しなかったとされている 3）．ロンドン
オリンピックの参加は叶わなかったが，1949年の全
米水泳選手権への選手派遣を皮切りに対外的なスポー
ツ活動もはじまり，1950年の IOC総会では各国際競
技連盟（以下 IF）に対し，日本の各競技団体の再加盟
が要請されることとなった．続々と各 IFへの再加盟
が続く中，日本はオリンピックに先駆けて，1951年
3月にインドのニューデリーで開催された第 1回アジ
ア競技大会（以下第 1回アジア大会）への参加を果た
した．同年 9月にサンフランシスコ講和会議を控え，
いまだ占領下に置かれていた日本にとって，第 1回ア

ジア大会は戦後初の国際総合競技大会参加となったの
である注 1）．
これまで，敗戦後の日本スポーツ界の「再建」過程
は次のような動向を辿ったとされる．敗戦後，まもな
くしてスポーツ活動は新聞でも報道されるような形で
表に現れるようになる．戦時期に官製団体となってい
た大日本体育会は，民間団体として国内におけるス
ポーツの普及と国際競技大会への選手派遣のための活
動を再開する．一方，民主化と非軍事化を日本占領政
策に掲げるGHQは，スポーツが民主主義的理念を習
得するための重要な方策と認識し，日本政府において
も文部省を中心に体育行政が行われることになる 4）．
この時期，日本のオリンピックをはじめとする国際ス
ポーツ界への復帰，国民体育大会 5）やマッカーサー元
帥杯の開催 6），学校教育におけるスポーツの実施 7），
職業野球等の再開など，様々な局面において，GHQ
や日本政府の支援や援助が日本スポーツ界に対し行わ
れていた．
日本スポーツ界の中心的な存在である大日本体育会

は，戦後に日本体育協会に名称を変更し，寄附行為の
改定を行うことで戦時体制から脱した．そして日体協
内部では，大衆を中心としたスポーツ振興を第一義と
するいわゆる「清瀬構想」と，オリンピック参加と招致，
競技力向上を中心とした振興を掲げるオリンピック至
上主義的振興策という対照的な今後の方針が提案され
る．この「清瀬構想」とオリンピック至上主義的振興策
の対立は，後者に軍配が上がる 8）．オリンピックへの復
帰，選手派遣，招致に向けた活動 9），国内における競
技大会の開催が日体協では進展することになる 10）．
こうした「再建」過程の中で，日体協の民間団体と

しての自立的運営と深くかかわる事柄として言及され
てきたのが社会教育法の成立とその改正であった．日
本国憲法第 89条では宗教団体や慈善，教育事業に対
する公的資金の支出を禁じており，1949年 6月に制定
された社会教育法はより具体的な法規定として，日本
政府から民間団体への補助金の交付を禁止した．これ
により日体協は，日本政府からの補助金交付を禁じら
れることになった注 2）．しかし中山の戦後日本のス
ポーツに関わる財政政策を論じた先駆的な研究におい
て日本政府から日体協への財政的な援助は社会教育法
の成立から改正までの間においても絶えず行われてい
たことが指摘されている 11）．また内海も社会教育法に
よる「非援助・非介入」という関係の構築を指摘しつ
つも「社会教育法の制定以降も，国庫補助金は直接的
には支給されないが国民体育大会開催補助費（委託），
その他入場料収入等として現実化されている」と言及
している 12）．つまり日本国憲法第 89条，社会教育法
によって民間団体に対する国庫補助金交付を禁じられ
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ているにもかかわらず，間接的に日体協が中心となっ
て進める事業に対し日本政府からの金銭的援助が行わ
れていたのである．ただ，その援助がどういった過程
や論理によってなされていたのかについて両者は明ら
かにしていない．またその後の研究では，社会教育法
の成立によって公金の支出ができなくなったことによ
り，日体協と日本政府の間に「非援助・非介入」とい
う関係性を構築したが，1959年の改正によって公金の
支出が可能になるとその関係性は「援助・非介入」へ
と転じたと指摘する．そしてこの「援助・非介入」へ
の変化は，後に訪れるモスクワオリンピックボイコッ
トが端的に示す通り，日本政府が日体協や日本スポー
ツ界をコントロール下に置くことも可能にしたとして
いる 13）．つまり，その後の研究では中山や内海によっ
て指摘された社会教育法による公金支出禁止の一方で
間接的な援助が行われていたとする制度と実態の乖離
について検討がなされず，むしろ社会教育法の成立と
改正という制度変遷の検討によって「非援助・非介入」
の時代を経て「援助・非介入」へと転換したと当該時
期を解釈しているのである．社会教育法改正以前も日
本政府によって援助が行われていたことを踏まえれ
ば，制度変遷だけでなく実態の検討も不可欠であり，
こうした解釈には再考の余地があるといえる．

1951年の第 1回アジア大会は，日本選手団が戦後
初めて参加した国際総合競技大会であった．そして日
本政府が国際総合競技大会参加に対し国庫補助金を交
付した戦後初の大会でもあった．「非援助・非介入」
の原則が社会教育法によって法規定される中にもかか
わらず，日本選手団の参加には日本政府から「援助」
が行われていた．いかなる過程を経て，その「援助」
がなされることになったのか．以下，本論の中でその
歴史的展開を詳らかにする．

1．第 1回アジア競技大会への国庫補助金を 
前提とした日本選手団派遣構想

アジア競技大会はインドの IOC委員であるグル・
ダット・ソンディの提唱で始まった．ソンディは
1934年に第 1回大会を挙行した西アジア競技大会の
第 2回大会開催構想を抱いていた．また 1948年のロ
ンドンオリンピックに合わせて開催された IOC総会
では極東選手権競技大会（以下極東大会）の再興が協
議されており，戦前に極東大会に関与していた王正廷
やヴァルガスといった中華民国やフィリピンの IOC
委員もアジアにおける国際総合競技大会開催に意欲を
見せていた．そしてソンディは，1948年ロンドンオ
リンピックに参加したアフガニスタン，ビルマ（現
ミャンマー），セイロン（現スリランカ），中国（以下，
台湾），インド，イラン，イラク，韓国，レバノン，

パキスタン，フィリピン，シンガポール，シリアの
13カ国の代表に対して，アジアにおける国際総合競
技大会構想に関する協議会の開催を要望する．この協
議にはセイロン，台湾，インド，韓国，ビルマ，フィ
リピンの 6カ国が参加し，アジア競技連盟の創設及び
アジア大会の創設に合意する．第 1回アジア大会はイ
ンドのニューデリーで開催されることとなった 14）．

1950年 3月 1日，日体協の 1949年度第 5回国際ス
ポーツ委員会注 3）が開かれ，その席上で浅野均一から
緊急事項としてある報告がなされた．浅野はCIEから
呼び出しを受けて駆け付けたところ，アジア競技連盟
から第 1回アジア大会に日本を参加させたいと連絡が
あったことを告げられた注 4）．第 1回アジア大会は
1950年 11月 4日から 12日までを予定しており，すで
に IOCから大会開催の了解が取れているという．ま
た実施競技は陸上，水泳，バスケットボール，サッ
カー，芸術の 5つが予定されていることなどが話とし
て出たという．浅野からの報告を受けて，国際スポー
ツ委員会では，アジア競技連盟への加盟と参加に向け
てすぐに準備に取り掛かることを決めた 15）．そして
3月 7日に「喜んで参加する旨」をソンディ宛に送付し
た 16）．また日本陸上競技連盟や日本水泳連盟，日本
蹴球連盟といった競技団体も選手派遣に意欲的な姿勢
をみせた 17）．
また政治家たちも，第 1回アジア大会開催と日本招
待の情報を聞きつけると，さっそく行動を起こしてい
る．スポーツ振興議員連盟（以下，スポーツ議連）注 5）

では，3月 3日にCIE局長のニュージェントを，3月 6
日にはニューフェルドを訪ね第 1回アジア大会参加に
関し支援と協力を要請している．このうち，ニュー
フェルドとの協議では，川崎秀二，渡辺良夫，小西英
雄が出席し，選手役員含め 60名の派遣，想定される
派遣費 1,200万円～1,500万円のうち，500万円～700
万円を国庫補助金で賄うことを計画しており，これに
対するCIEの承認を要望した．川崎らは，日本では国
際総合競技大会に民間団体だけで派遣費を賄うのが難
しいこと，戦前の日本ではオリンピックや極東大会な
どの派遣の際に国庫補助金を交付しており，第 1回ア
ジア大会への派遣費についても同様に行いたいと述
べ，国庫補助金については国会でも支持されるだろう
と説明した 18）．
日体協において第 1回アジア大会に関する議題が挙

がってから一週間と経たない中で，すでに日本政府に
よる国庫補助金交付案が川崎らスポーツ議連の関係者
からは出ていた．そしてこのとき，参照されたのは戦
前の経験である．国際総合競技大会派遣に対する国庫
補助金が初めて交付されたのは 1921年の第 5回極東
大会のことである 19）．これ以降，極東大会やオリン
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ピックの派遣にはその都度，国庫補助金が交付されて
いた．川崎らはこうした日本におけるスポーツへの政
府援助の歴史を踏まえて要望をしたと考えることがで
きる．だが，この時点ではあくまでインドから第 1回
アジア大会参加の要請が届いたのみであり，正式な決
定はまだなされていなかった．日本の参加は 9月 15
日に開かれた第2回アジア連盟評議委員会にて IFへの
加盟が完了している競技種目については認めるという
形で結論に至ったのである注 6）．
第 2回アジア競技連盟評議員会において日本の第 1

回アジア大会参加は確定した．これを受け日体協で
は，9月 20日の 1950年度第 7回国際スポーツ常任委
員会 20），そして 9月 27日の 1950年度第 6回国際ス
ポーツ委員会において陸上，水泳，サッカーの 3競技
が参加確定であることが確認された 21）．そして 11月
15日に開かれた 1950年度第 8回国際スポーツ常任委
員会において，浅野より選手団構成について陸上，
サッカー，バスケットボール，自転車，重量挙，レス
リングの選手役員合わせて 75名とし，予算は移動費，
滞在費，支度金を合わせて 2,250万円となる案が提示
された．そして予算については後援会を組織し調達す
るだけでなく，「内二分の一位は政府補助金として支
出して貰ふべく努力する」とされた 22）．日体協でも国
庫補助金を前提とした派遣が想定されていた．

2．日本選手団派遣に対する 
国庫補助金を巡る国会での議論

第 1回アジア大会に対する国庫補助金の交付につい
て，川崎秀二らとCIEとの協議の中で触れられていた
ことは述べたが，この協議直後の1950年3月9日に開
かれた衆議院予算委員会において，川崎は総理大臣の
吉田茂に第 1回アジア大会参加への援助を要請してい
る．これに対し吉田は「御趣旨はけっこうに思います
から，いろいろ具体的に政府に提案になれば研究いた
します」と回答した 23）．日本の第 1回アジア大会参加
が確定する以前から，国会内でも参加に関わる日本政
府による援助について言及されていた．
そもそも川崎は第 1回アジア大会への国庫補助に限

らず，それ以前からオリンピックに対する国庫補助金
の要請を行っていた．1950年 2月 3日の衆議院予算委
員会において川崎は日本がオリンピック参加を許され
たときに，派遣にあたって懸念となるのは費用の調達
方法であるとして「政府は今日の民間の経済状態から
して，当然多額の経費を捻出しなければならぬと思う
のでありますが，それらの点について文部省としては
どういう計画と準備を持っておられますか」と質問を
している．これに対し文部大臣の高瀬荘太郎は，国庫
補助金は「いろいろな関係からなかなかむずかしい状

態にありますので，お約束はできないと思いますが…
協力したいということは当然でありますけれども，国
庫の金を支出できるかどうかということについてはま
だ疑問だと思います」と返答した 24）．
この答弁を受けた川崎は後日「先般の御答弁では，
オリンピックに参加が許されても…政府の国庫補助と
いうことは，きわめて困難であるという御答弁があり
ました」と再度国庫補助金に関する質問を行ってい
る．これに対し高瀬は国庫補助金には現在「いろいろ
な点において困難があることは事実」だが，文部省と
して「非常に強い希望を持って」いるので，国庫補助
金を出せるように努力すると返答した．高瀬の返答に
続き川崎は国庫補助金の必要性を以下のように強調し
ている．

オリンピック大会に限らず，戦前におきまして
は…東洋各国の参加によつて競技大会が持たれ
て，お互いの友好親善に供しておつたわけであり
ますが，そういう際においても，当時の帝国議会
は，これに対しまして多額の経費を捻出をいたし
ております…日本が国際場裡に復帰いたします際
において，日本のこの健全な姿，平和を求めつつ
ある姿を示す意味合いからも，民間の募金計画が
困難であれば，私は当然国庫は補助をなすべきも
のと考えるのであります．

そして高瀬は「いろいろな点において困難」につい
て，財政的な問題と選手団派遣に関して戦後において
は前例がないことを述べたが国際総合競技大会に「国
庫が補助するということは，決して理論上さしつかえ
ないと私は考えておるのであります」と述べて，国際
総合競技大会参加に関わる国庫補助金の交付に対して
一定の理解を示した 25）．
ここでは財政的な問題と戦後になっては前例がない
ことが「困難」として言及されているが，同時代の状
況を踏まえれば，社会教育法の存在は見過ごすことが
できないだろう．日体協は社会教育法の適用団体であ
ることが確認されており 26），財政的な問題だけでな
く法規定の問題としても困難な状況であったことが考
えられる．
しかしアジア大会派遣の国庫補助金を巡る国会の議
論において，社会教育法上の観点から議論が行われた
形跡は確認できない．むしろ国庫補助金を交付するこ
とを前提とした議論が行われている様に見受けられ
る．

1950年 7月 28日の衆議院文部委員会において，こ
れまたスポーツ議連の小西英雄が第 1回アジア大会参
加に際し「文部当局はこれの半額あるいは六割を出す
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意思があるかどうか，また出す場合に予算的措置とか
方法があるかどうか」を質問した．これに対し文部次
官の劔木亨弘は「選手の派遣費につきましては，実は
大体その半額を国庫で負担するという考え方をもちま
して，派遣する選手の人数に応じまして，適当な予算
がもし必要としますれば，できましたら追加予算を請
求し得る機会に請求いたしたいと思います」と前向き
な姿勢を示している 27）．
この背景には 1949年の「スポーツ振興に関する決
議」の可決があるだろう 28）．採決時に河野謙三は「地
味にしてゆるぎないスポーツ施策の推進と，北欧諸国
のそれのごとく，オリンピックのような国際的行事に
は国家が進んで強力なる保護政策をとるようなスポー
ツ政策の確立こそ，刻下喫緊事だと信ずるものであり
ます」と趣旨説明の中で述べ，民主自由党衆議院議員
福井勇も「一般国民の体育向上をはかることに重点を
おき，スポーツを通じ明朗なる国民性を付与するとこ
ろのスポーツ振興政策を樹立するべきで，この強き基
盤に立って初めて選手が養成せられ，外にはヘルシン
キの大会に多数の選手を派遣し，内には国内におきま
して国民全般の体育向上を特に画策すべきことが緊要
でございます」と国際総合競技大会への選手派遣を含
めたスポーツ振興に対する国家の政策的支援の重要性
を述べている．もちろん，この決議自体は，「従来の
ような選手制度の上に立脚した方向には大いに議論の
余地が残されているわけでありまして，国民大衆にレ
クリエーションとしての楽しさを感得させるような方
向にスポーツ施策の根本方針を持っていき，そのうち
から生れる古橋であり，橋爪でなければならないとい
うことは，いまさらここに喋々するまでもありませ
ん」と大衆スポーツを基盤とした国家によるスポーツ
振興を謳うものである．だが同時に，スポーツが「平
和国家建設の基盤となす」ことや「スポーツ外交はい
わゆる国民外交の重大なる一環をなすべきものであり
ます…これはすなわち将来わが国外交の重大なる役割
を果すものと確信するのであります」と言及されてい
る．実際に講和会議問題に関する国会討論の中で民主
党の衆議院議員山本利壽が以下の様にスポーツへの期
待を述べている 29）．

ただいままでのご答弁に関連して，私は講和会
議問題そのものについても考えてみたいと思うの
であります…私はアメリカへあれほどたくさんな
スポーツであるとか，その他いろいろな使節が送
られていて，それが非常な効果をもたらしておる
という事実を見るにつけまして，今回の交戦国各
国へ向って，米国以外の国に向っても日本国から
できるだけの使節が送られるということが，私は

具体的な一方法ではないかと考えるのであります
…今回の大東亜戦争によって，われわれが彼らに
與えた苦しみがいかなる程度のものであるかとい
うことは，とかくないがしろにしがちなものであ
ります…われわれも努力をして各国に向っていろ
いろな意味の使節を送って，そうして虚心坦懐に
それぞれの地方の首脳部と会って，日本国民がい
かに軍国主義を捨てて，文化主義の国民になりつ
つあるかということを率直に伝えて，今後手を
握って国際平和に貢献したいという意思表示をこ
こに向ってすることは，私は講和会議を招致する
意味において，非常な意義があると考えてるので
あります

こうしたことからも，国際総合競技大会派遣に対
し，日本政府が援助を行うことは正当な価値を帯びて
いると考えられていたといえよう．
そして，日体協も国庫補助金獲得交渉に乗り出す．

1950年 10月 2日，日体協は文部大臣宛で選手団派遣
費に対する国庫補助金を申請した 30）．11月 27日には
東龍太郎日体協会長，浅野均一，北澤清らが各政党，
外務省，CIE，外国為替管理委員会を訪問した．民主
党，社会党，自由党，労農党，社会革新党，共産党，
緑風会をまわり，派遣費国庫分担金拠出方要請書を提
出した．また衆議院小坂井院長，河野大蔵省主計局長
にも面会し同様に国庫補助金の支出を依頼，このと
き，1,300万円の支出と選手派遣決議案を 12月に提出
する予定であることが告げられている．外務省では田
付情報部長に面会し，今回の派遣に関する渉外関係を
依頼，CIEではニューフェルドと面会し国会での状
況，文部，外務省訪問について説明，予備金支出の諒
承と外貨交換の方途について経済科学局への打診をし
てもらうことを懇請した．また外貨為替管理委員会で
は奥村，杉原と面接，外貨交換はGHQから特に政治
的配慮してもらわなければ非常に困難という意向が明
示された 31）．12月2日には文部省の斡旋により，大蔵
省，経済安定本部，外務省及び外国為替管理委員会を
招待して平沼亮三と浅野均一より第 1回アジア大会参
加計画について説明がなされた 32）．
そして 12月 7日，第 7回国会において河野謙三他 77

名の議員によって提出された「アジア競技大会へ日本
代表派遣に関する決議案」が採決される．趣旨説明を
行った小西は，第1回アジア大会は「第二次世界大戦後
初めてアジアの青年が交驩する絶好の機会」として「ア
ジア十二億の民族の平和的精神の高揚の意味からして
も，きわめて重大なる使命を持つことは多言を要せぬ
ところであり」，アジア大会への日本の参加が「世界各
国の理解と好意により」認められたことからも「わが選



「援助・非介入」の中での再出発

6

手団を派遣するとともに，さらに派遣費についても，
過去の国際オリンピツク大会あるいは極東競技大会に
大幅な補助費を支出した前例にかんがみ，政府は進ん
でこれを補助し，かつこの募集に協力すべきであるこ
とを信じます」と述べた．小西による趣旨説明の後，
起立による採決がとられ，起立多数となった．日本政
府による「派遣費」の援助を明記した「アジア競技大会
へ日本代表派遣に関する決議案」が可決された 33）．

3．国庫補助金の交付とその方法
決議案可決後の，12月 13日，文部省は大蔵省，外

務省，経済安定本部，為替管理委員会の関係者を招待
して国庫補助金と外貨の善処について依頼を行う．
15日には再び関係者が集まり国庫補助金と外貨につ
いて具体的な打合せが行われた．この席上，大蔵省か
ら非公式として国庫補助金の査定額は 1,000万円で
GHQからも異議がなかったこと，技術的には予備費
から出すには「難点」があるがどうにか解決すること
が報告され，外務省からは予算を削ることと外貨を
57,000ドルとして想定してほしいことが要望され
た 34）．これらを踏まえて，1951年 1月 16日の第 11回
国際スポーツ委員会では浅野から国庫補助金 1000万
円で外貨は 57,000ドルとなる見通しがついたと報告
がなされている 35）．そして 1月 18日，アジア大会派
遣費として 1,000万円の国庫補助金の交付が閣議決定
となったのである 36）．第 1回アジア大会参加に関わる
全予算は2,5864,891円53銭であり，派遣費の内，約4
割が国庫補助金によってまかなわれることになった．
ここまでの経過の通り，第 1回アジア大会参加に関
する国庫補助金は，大蔵省がわずかに「難点」を指摘
したこと以外に大きな障壁もなく，国会で決議案も出
されて交付に至っている．だが，前述の通り社会教育
法が成立しており，民間団体への国庫補助金の交付は
禁止となっていたはずである．この点に関して『日本
体育協会七十五年史』では「戦後本会は社会教育法に
よる社会教育団体として位置づけられていた…本会は
国の補助金の交付を受けられなかった」とこの時期の
状況を説明している．しかし続けて「国際競技会への
選手団派遣に際しては，その選手団団長に国庫補助金
が交付されて来た」と記載している 37）．つまり，この
時期は社会教育法が適用される日体協に対して，国庫
補助金が交付されていたわけではなく，個人に対して
国庫補助金が交付されていたという．
この点については，後年の社会教育法の改正を巡る
国会での議論のさなかでも，同様の見解を確認するこ
とができる 38）．

矢嶋三義（社会党参議院議員）
局長に伺いますが，従来国際庭球選手権選手派

遣費，オリンピック選手派遣費の旅費は個人々々
に補助しておったのですがね，これは法律がある

4 4 4 4 4

からそういう形で脱法行為をやった
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

わけで，それ
でそういうふうに弁明されていると思うのですが，
今後こういうこの法律が通過した後には，オリン
ピックとか，庭球選手権の選手派遣補助費は個
人々々でなくて，それを派遣する団体に補助する
という形に変えられるのでしょうね，どうですか．

福田繁（政府委員）
おっしゃるように従来の派遣費は，選手個人の
渡航費を援助するという形で，国は補助金のなに
を出しておりました．従って団体には直接に出し
ておりませんが，そういった点も考え方によって

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

は必ずしも合法的でありません
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

ので，今後この法
律が成立をいたしました暁におきましては，そう
いったそれぞれの団体に直接渡航費を出すという
形に漸次改めていきたいと考えております．

（傍点は筆者による）

この矢嶋と福田のやり取りからも，社会教育法改正
以前，オリンピックのような国際総合競技大会参加費
用は，日体協のような「それぞれの団体」にではなく
「選手個人」に対して国庫補助金を交付する形がとら
れたことがうかがえる．選手団に対する「援助」を行
うためになされた，個人を建前としたこの方法は「脱
法行為」であり「考え方によっては必ずしも合法的」で
はなかったが，社会教育法による規制を受けない形と
して示された日本政府による「援助」の方策であった．

4．第 1回アジア競技大会への参加
1951年 2月 21日，三笠宮崇仁をはじめCIEから

ニューフェルド，副総理兼厚生大臣の林譲治，文部大
臣の天野貞祐，官房長官の岡崎勝男，東京都知事の安
井誠一郎等が参列し，結団式が行われた．結団式では
三笠宮は「勿論よりよい成績をあげて貰いたいもので
あるけれども，私の欲求したのは，参加した各国の選
手と友達となって貰いたい」と述べ，林は「戦後日本
を代表する初めての国際競技大会に参加する諸君であ
るから日本人として恥じない態度で終始せられたい」
とする総理大臣吉田茂からのメッセージを代読し，ま
た天野からは「日本にはまだ平和は来ていない．然し
乍ら諸君らの力によつて既にスポーツ界には平和は訪
れて居る．諸君は戦争に敗れたことを意識して謙虚な
態度を以て終始せられたい」との挨拶があり，戦後日
本スポーツ界初の国際総合競技大会参加に対する期待
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が述べられた 39）．
77名注7）の日本選手団は25日に第一陣が，27日に第

二陣がそれぞれ大会開催地であるニューデリーへと出
発した．そして 3月 4日から 11日にかけて第 1回アジ
ア大会は挙行された．大会ではバスケットボール，
サッカー，ウエイトリフティングがそれぞれ優勝を逃
すが，陸上では男女ともに大勝，自転車も 4種目で優
勝し，優勝数において他国を圧倒した．
大会終了後，現地特派員だった竹節は「みんなベス

トを尽して戦い十ヵ国の選手達とも心おきなく交友し
た．この国民外交の功績は認められてよい．内地の感
激は早速選手諸君に伝えよう．有難う」40）と述べ，杉森
一も同様で，「わが代表団は十分に成果を収めたと確
信する…アジア競技大会は日本にとっては待望の国際
競技復帰を実現させたのみならず参加各国の親交を深
めさせ新しいアジヤの協調に力強い礎石を築いたもの
として喜ばしい限りである」41）と語った．日本選手団
団長の浅野均一は第1回大会へ参加したことは「国際親
善の点では予期以上の効果をあげたと思っている」42）

と述べ選手役員をはじめとする現地に赴いた日本人は
他国選手との交流にかなりの手応えを感じていた．

お わ り に
1951年 3月に開催された第 1回アジア大会は戦後初
の国際総合競技大会参加となった．この日本選手団の
参加に対して，スポーツ議連は国会で日本選手団の派
遣費を日本政府に対し要請した．そして日本政府は
「アジア競技大会へ日本代表派遣に関する決議案」を
可決させた後，1,000万円の国庫補助金を交付した．
しかし社会教育法では民間団体への国庫補助金の交付
を禁止しており，日体協は国庫補助金を受け取ること
ができないはずであった．だが，この国庫補助金は日
体協に対してではなく，個人に対して交付されるとい
う方策がとられていた．この方策は，のちの社会教育
法改正を巡る議論の中で「脱法行為」や「考え方によっ
ては必ずしも合法的とはいえない」と言及されてい
る．こうした中で，日本政府は第 1回アジア大会への
選手派遣に対し「援助」を行ったのである．国会での
議論を見る限り，社会教育法との兼ね合いから補助金
交付が議論された形跡は確認できない．
この背景には 1949年の「スポーツ振興に関する決

議」での，国家によるスポーツ振興の支援の明言や戦
前から国際総合競技大会への日本選手団派遣に対し国
庫補助金が交付されていたという歴史的事実がある．
「スポーツ振興に関する決議」では国内におけるス
ポーツ振興だけでなく，「オリンピックのような国際
的行事には国家が進んで強力なる保護政策をとるよう
なスポーツ政策の確立」を求めており，平和国家の建

設やスポーツ外交の観点からも日本政府による援助は
当然と考えられていた．実際に第 1回アジア大会の結
団式での三笠宮や日本政府関係者や新聞における論説
から，日本選手団にはアジアとの関係改善が期待され
ていたことが伺える．またスポーツ議連の川崎は，戦
前から国庫補助金交付が行われていたことを指摘し，
オリンピックやアジア大会への選手派遣に関し国庫補
助金の交付を求めていた．この点は「アジア競技大会
へ日本代表派遣に関する決議案」でもオリンピックや
極東大会派遣に対する国庫補助金交付を前例として挙
げて，国庫補助金交付を明言しており，スポーツ振興
に対する日本政府の態度及びその歴史的正当性として
の「援助・非介入」が日本国憲法や社会教育法で規定
された「非援助・非介入」の原則を上回るものとして
存在していたといえる．
日体協においても，政府からの国庫補助金獲得は当
初から計画されており，派遣費全体の半分を国庫補助
金で賄おうとしていた．日体協も政府から「援助」を
受けて参加することは既定路線として考えていた．こ
の点に関して，戦前の日体協が日本政府による下支え
を前提として成立していたという中村の指摘は示唆的
である 43）．これを踏まえれば，戦後も戦前と同様に
日本政府によって下支えがなされること――ここでい
えば補助金が「援助」されることは，日体協も当然と
考えていたといえよう．
日体協を中心とする日本スポーツ界は，日本政府に
よる「援助」を受けて第 1回アジア大会に参加した．
それは戦後初の国際総合競技大会への参加であり，対
外的活動を「非援助・非介入」ではなく「援助・非介
入」によって再出発することを意味していた注 8）．
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注
注 1） 第 1回アジア大会の日本選手団参加の経緯について

は，田原ほか（2016）第 1回アジア競技大会（1951
年）への日本の参加経緯．国士館大学体育研究所報，
35：51-55が『第一回アジア選手権競技大会報告書』
の内容を基に言及している．

注 2） 戦後の日体協の毎年度の予算を見てみると 1949年度
から 1956年度まで国庫補助金による収入が明細に
載っていない．これは社会教育法の成立が関係してい
るといえる．日本体育協会（1963）日本体育協会五十
年史．日本体育協会：東京，pp. 539-549．

注 3） 国際スポーツ委員会は国際的活動を管轄するために
作られた部署である．日本オリンピック委員会が日体
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協内に設置されるまで NOC的な役割を果した．
注 4） CIEに浅野が呼ばれ第 1回アジア大会参加の話が出

た時期については『第一回アジア競技大会報告書』の
中には「2月初旬」や「2月 25日」といった記載が
あり，若干のズレがある．

注 5） 1946年 5月に超党派的に発足し，正式な結成は 1947
年 4月である．スポーツ振興国会議員懇談会（1972）
スポーツ議連二十五年史，p. 5．

注 6） なおフィリピンは，アジア・太平洋戦争中の経験から
反日感情が根強く残っている状況にあり，日本の参加
は到底認められることではなく，日比間の間で講和条
約が締結されるまでは日本の参加に反対であると主
張していた．日本体育協会（1950）ニュー・デリー，
バシアラ館に於いて一九五〇年七月三十一日午前
一一時三〇分開催のアジア競技連盟第一回評議員会
議事録．

注 7） 第 1回アジア大会参加の日本選手団の編成は，水泳の
不参加や自転車選手団役員の北澤清，陸上代表選手の
鈴木義博，サッカー代表選手の松永信夫の 3名が経歴
上の問題により渡航不許可となり，また重量挙代表選
手の関口正夫が暴力事件を起こしたことで大会参加
を見送られ，計 77名の選手役員となった．日本体育
協会（1951）第一回アジア競技大会報告書．日本体
育協会：東京，p. 22．

注 8） ただし，戦後日本スポーツ界の再出発における日本政
府による「援助」については警鐘がならされていたこ
とを付記しておく．

 　日本のスポーツ界が世界の舞台に新しく出直す
については，一言したいことがある．それは，ス
ポーツを「国家」というものから引離して，政府の
補助金などをもらわぬことである…ナチ・ドイツも
オリンピックを政策的に利用したが，日本でもとか
くこれを国家的事業のような考えで政府資金を出
し〝国威発揚〟の具にするきらいがあった．どの国
でも民間の募金でまかなっている…国際スポーツ
に仲間入りするには，すべて民間資金の拠出でまか
なう風習にすることが望ましいのだ．

  朝日新聞（1949）天声人語，4月 15日付 1面．
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